
令和５年 8 月 3 日 

遠賀町内中小企業景況調査 

（令和５年４月-６月期） 

調査：遠賀町商工会 

〔調査要領〕 

① 調査方法 遠賀町商工会 LINE 公式アカウントによるＷＥＢ回答 
② 調査対象 遠賀町商工会会員事業所 
③ 調査時点 令和５年 6 月 1 日 

 

≪集計結果≫

 
 

 今回のアンケートの回答は、約８割が商業・サービス業で占められている。ただ、建設業も含め、コロナ禍以

降の事業環境変化の影響を少なからず受けていることから、以降の回答からその対応が読み取れる結果となって

いる。 



 

  前年同期（７月期）は、まだコロナ禍とともに物価高騰の影響も大きく、売上回復の兆しが見られない状況

であったが、今期は、その後の事業環境変化への対応によって業績が二極化している傾向が見て取れる。 

 

 売上の現状に比べて、利益状況が悪い割合が多いのは、売上の伸びに比べて物価高騰による経費の伸びが大き

く、価格転嫁で進んでいないことが要因と考えられる。 

 



 資金繰りも物価高騰の影響で出費が嵩んでいる現状を反映した結果となっており、コロナ融資の返済開始によ

ってさらに資金繰りが苦しくなる事業所が増えることも懸念される。 

 

 従業員数は、不変との回答が過半数になっているが、生産年齢人口減少による構造的人手不足の現状に鑑みれ

ば、今後、従業員の高齢化による自然減を補うのは容易ではなく、人材確保が事業継続のカギになると思われる。 

 

 景気そのものは、コロナ禍の収束に伴って回復傾向が窺えるが、ここでも「良い」という回答と「悪い」とい

う回答が拮抗しており、ポストコロナ、アフターコロナへの対応力によって認識に違いがでていることが予想さ

れる。 



 

  最も切実な資金需要として、物価高騰による経費負担増への対応を挙げられている事業所が多く、まだ将来

を見据えた設備投資のために積極的に資金調達を考えるところまで余裕が持てていないことが見て取れる。 

 

  現在の景況感に比べて「良くなる」という回答の割合が高く、今後、事業環境が安定すれば景気は回復に向 

かうとの期待感が読み取れる。 



 

  課題として「売上・利益の減少」「人手不足・従業員の確保難」が最も多くなっているのは、これまで見てき

た通りであるが、次いで回答割合が多い「人件費の上昇」への対応としては、労働生産性の向上に前向きに取り

組めるかがカギになると思われる。 

 


